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３．都道府県ヒアリング

北海道 ヒアリング調査報告 

ヒアリング実施日：2018 年 2 月 6 日

１．北海道の支援拠点に係る状況

道内 178 市町村を８つの児童相談所と 1 つの分室（政令指定都市の札幌市児童相談所を

含めると計 9 か所）で対応している。 
 それぞれの児童相談所の管轄地域がとても広いということに加えて小規模な市町村が点

在している。

（１）児童相談所の設置状況
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（２）児童相談所の組織機構 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
地域支援課では相談の受理、里親、関係機関連絡調整、市町村支援、庶務等、子ども支援

課では児童福祉司による調査、診断、指導、心理判定、一時保護等、企画調整課（中央児童

相談所のみ）では調査、研究、研修、各児童相談所との連携調整等を行っている。 
 
 
２．これまでの支援拠点拡大への働きかけ 
（１）市町村と児童相談所の意見交換会 

 改正児童福祉法及び北海道社会福祉協議会児童福祉専門分科会児童相談体制のあり方検

討部会（複数回実施）からの提言等を踏まえ、今後の児童相談体制の強化に向け、市町村の

体制強化、市町村と児童相談所の役割分担と連携等を推進するにあたり、市町村における実

態・課題の把握と、体制強化に向けた意見交換を行うことを目的として、平成 29年 7月か

ら 9月にかけて「市町村と児童相談所の意見交換会」を行った。 

各児童相談所単位（管轄する市町村数やエリアに応じて適宜ブロック分け）で開催し、市

町村や北海道（児童相談所、保健所、社会福祉課、子ども子育て支援課）が出席している。

管内市町村の直近の体制等の状況に係る資料作成・提出を事前に依頼し、札幌市を除く管内

全市町村の現状把握を行った。 
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○意見交換会のプログラム内容 
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○事前に市町村に依頼した確認票内容 
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○市町村と児童相談所の意見交換会 実施状況（実績）一覧 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○意見交換会における主な意見 
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（２）ガイドライン等の作成 
・「子ども家庭支援における市町村と児童相談

所の役割分担・連携に係るガイドライン」 
 （平成２９年４月 北海道） 
 市町村と児童相談所の役割分担・連携を進

めるためには、それらを具体的に整理・明確化

したガイドライン等が必要ではないかとの議

論が以前からあり、そのような中で法改正が

行なわれたことも踏まえ、新たに上記のガイ

ドラインを作成した。 
 道や児童相談所が行うことと、市町村が行うこと、といった役割分担や、基本的な対応の

流れ、連携方法などを示す内容としている。 
 自治体においては、担当者や職員の異動もあることから、このガイドラインを活用するこ

とで、役割分担・連携の取り方や対応の流れなどを確認できるものと考えている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

← 「子ども家庭支援にお

ける市町村と児童相談

所の役割分担・連携に

係るガイドライン」よ

り引用 
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（３）個別の対応 
 市町村からの質疑等については、市町村支援を担う児童相談所において、個別に回答・説

明する対応を基本としている。また、児童相談所を経由して、あるいは直接道本庁に問い合

わせを受ける場合もあり、設置要件等の制度面の質疑については必要に応じて国に照会す

るなどした上で説明・回答している。また、設置要綱をどのように作成すればいいのかなど

の相談についても、個別にアドバイスを行っている。 
 
（４）人的支援 

拠点に特化した話ではないが、一部の自治体に職員派遣を行っている。児童相談の対応ノ

ウハウや専門性を向上させることを目的とした職員派遣（交流）を希望する市町村について、

児童相談所職員を市町村に派遣するとともに、市の職員を児童相談所に受け入れる形での

交流を行っている。 
 
（５）法制度設計支援（要綱案の提示など） 
 市町村からは、支援拠点のイメージが持ちづらい、設置の必要性がよく分からない、要綱

を作るための情報がない、といった質問や問い合わせを受けるため、支援拠点を既に設置し

た市町村における取組内容や制定済みの要綱を「例示」として提供するなどして支援してい

る。設置している事例がまだ少ないため、他の都府県も含めた全国的な取組事例が提供され

ることが望ましい。 
 
 
３．促進の阻害要件 
（１）土地的な問題 
 道内では小規模な自治体が多く、支援拠点の類型では小規模B型以上になる所は少なく、

大半が小規模 A 型になり、その地域が各地に点在している。 
 複数の自治体が連携・連合を組んで拠点設置をする方法も可能とされているが、北海道で

は町と町の間だけでも 1～2 時間かかる場合があるなど物理的な距離も問題があるほか、児

童に関する支援ノウハウを有した支援団体等の社会資源が少ないといった課題があり、複

数自治体が連携して拠点設置することはなかなか現実的ではない面がある。 
北海道では「距離・人・社会資源」の問題が大きい。雪の中での移動という課題もある。 
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↑北海道庁 

 
（２）人材不足 
 道内でも働き手が少なくなっている状況で、拠点設置の要件である専門能力を有する人

材を確保することが難しくなっている。市町村が社会福祉士や保健師等の専門職の募集を

掛けても応募がなく、確保することが難しい。また、多くの小規模自治体では、１名の職員

が複数の業務を兼務している状況である。児童分野に特化した組織体制を作ることも難し

い自治体が多い。 
 
（３）財源の問題 
 各市町村で保健師等の専門職確保が難しい中で、小規模 A 型で定められている専任で２

名体制という基準をクリアすることが難しい自治体が多い。児童相談所と連携して相談業

務や虐待対応等ができているなど、実質的に拠点としての機能を有している市町村であっ

ても、設置人員基準に照らし合わせて要件を満たすことが出来ない場合には補助金を受け

ることが出来ない。また、正規職員分は補助金の対象から外れており、人員体制の構築が難

しい要因となっている。現場としての必要性を感じていても、人事当局など自治体内部で理

解を得ることが難しいとの意見も出ている。 
 
（４）人的支援の問題 
 市町村の専門性を上げていく必要もあ

るが児童相談所としても、体制強化が必要

であり、専門職の確保・育成を図り、ノウ

ハウを蓄積して専門性を向上させていか

ねばならない状況である。そのような中に

あって、市町村からの要望にはできる限り

応えたいと考えているが、限られた職員体

制の中での対応となり限界がある。 
 市町村では、保健師等の専門職員の確保が難しい現状であることから、自治体で職員配置

の要件を満たすためには、事務職員等が児童福祉司任用前講習会を受講して要件を満たす

ことが選択肢のひとつとなる。 
道では、児童相談所職員向けに行っている任用前講習会について、市町村にも受講の案内

を行っているが、合計 5 日間を要するカリキュラムの多さと、開催地（札幌）までの距離

（移動距離）という点で、受講の負担は大きい。一人担当として対応している自治体が多い

中で、研修で長期間職場を離れることが現実的に難しいうえに、遠方から参加するためには

土日を含めて日数を確保しなくてはならない。では各自治体で研修を行えばよいのかとい

うと、予算面や講師の調整、人的負担等の関係から難しい面がある。 
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４．今後、有効だと考えられる策 
（１）個別の支援 
 小規模な自治体が大半を占め、さらにそれらが広域で分散しているという特徴がある北

海道において、子どもを守るためには、身近な場所で必要な対応が行えるよう市町村の体制

強化を図りつつ、市町村と児童相談所との役割分担と連携を進めていくことがとりわけ重

要である。すぐに支援拠点の要件を満たすことが難しいとしても、少しずつでも現在の機能

や体制を向上させていかなくてはいけない。 
 自治体の規模や状況、抱える課題は様々でニーズも異なっていることから、それぞれに応

じたサポートをしていかなくてはいけないと考えている。それぞれの児童相談所が、管内の

個々の自治体の状況に応じて、必要なアドバイスや研修等の支援に取り組んでいこうとし

ている。 
 
（２）制度設計 
 現在の国が示している主な職員の最低配置人員基準の類型のみでは、小規模自治体が多

い道内には当てはめにくい。道としては少しでも拠点設置が進むように働きかけていくが、

道内の多くの自治体は現在の拠点の要件では満たすのは難しいと考えている。要件を緩和

するか、補助金の制度の変更が望まれる。現在示されている要件まではいかないが、必要な

機能や体制を充実させようとしている自治体に対して、国としてのバックアップ（財政的な

サポートを含む）がほしい。 
 前述したように複数自治体による拠点設置は現実には難しい。基準を下げるなどしない

と小規模な自治体では拠点設置の道筋を描くことが出来ない。要件を下げるということは

必ずしもレベルを下げることではない。自治体の現状から一歩でも前に進めようとするた

めの動機付けとなるような、より柔軟な制度設計が望まれる。 
 基準ありきで要件を考えるのではなく、都道府県や市町村の水準を引き上げていくため

に、自治体の実情を踏まえた、グラデーション的かつ多様な要件を考えていかないと自治体

としては動いていくことが難しい。小規模 A 型よりもさらに小さい自治体が道内には多数

ある。かかる自治体にも必要な支援が提供される制度設計が望まれる。 
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５．北海道 中央児童相談所の概要 
 札幌市が政令指定都市となり札幌市児童相談所が設置されたために、昭和 47 年に北海道

中央児童相談所管轄区域から離れたのちに、北海道中央児童相談所は石狩振興局管内（5 市

1 町 1 村）と後志総合振興局管内（1 市 13 町 6 村）を担当している。北海道中央児童相談

所は北海道立心身障害者総合相談所や北海道立特別支援教育センターと併置されており、

子どもの福祉、教育、医療等について互いに連携して相談を受けている。 
 年々件数が増加していっていることから、児童相談所と各市町村の役割を見直し、打ち合

わせしたうえで分担し、それぞれの持つ得意分野や専門性を活かしていくことによって、子

どもたちの生命身体を守っていく体制を構築していくようにしている。児童相談所が重大・

緊急ケース等の専門性を必要とすること等に力を入れられるようにする。一方で市町村が

有している地域とのつながりを活かして予防等に力を入れることが出来るように話し合い

をしている。その意味では現時点で拠点を設置するということはそれぞれの役割を見直す

意味で重要な機会であるが、北海道には小規模 A 型よりも小さい自治体があることから拠

点を設置するにあたってどのような手段や案があるのか、もう少し具体的な提示が望まれ

る。それによって強い協力体制を構築できるのではないかと考えられる。 
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○虐待相談の処理状況 
 
 
 
 
 
 
 
○市町村別児童虐待相談処理件数 
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                     ←旧北海道庁 
 
 
 
 
 
 
 
                    ←北海道庁 
 
 
 
 
６．全体の感想 
小規模Ａ型の人員体制を整えることが難しい小規模自治体が多い中、県として児童相談

所と協力のもと個別に相談を受け付け、対応を行っている。要綱整備など法的バックアップ

などを精力的に行っている。 
 
 

ヒアリング調査報告 
鈴木秀洋 

石川めぐみ 
井上玲亜 
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福島県 ヒアリング調査報告 

ヒアリング実施日：2018 年 2 月 21 日 
 
１．福島県の支援拠点に係る現状 
（１）児童相談所の分布 
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（２）児童相談所の組織 
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（福島県 児童相談所業務概要 より引用） 
 
 
２．これまでの支援拠点拡大への働きかけ 

平成３０年１月３０日に講師を招き、厚生労働省の資料を活用し、県から市町村に対して

説明会を実施。説明会では包括支援センターと支援拠点の在り方について説明を行った。ま

た市町村側から質疑があれば個別に説明を行っている。 
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３．平成３０年２月２１日市町村子ども家庭相談支援講習会 
（１）参加自治体 
福島市、会津若松市、郡山市、白河市、喜多方市、相馬市、

二本松市、田村市、南相馬市、伊達市、本宮市、国見町、川

俣町、大玉村、鏡石町、下郷町、南会津町、北塩原村、磐梯

町、湯川村、三島町、昭和村、矢

吹町、棚倉町、塙村、鮫川村、石

川町、平田村、浅川町、三春町、

広野町、大熊町、須賀川市、只見

町、楢葉町  
 （ ３２/５９市町村 ） 
 
 
 
 
 
 
（２）グループワークでの自治体からの意見 
 グループワークでは下記のア、イの問いについて全体を 
７グループに分け３０分程、思案を巡らせた。 
 市町村の主な回答 
 
ア．市町村子ども家庭

支援拠点の整備のた

めの必要な準備 
 

心理員の確保 
専門職の確保 
施設を専用にするか、兼用にするかを決めなければならない 
要綱の作成 
職員の理解 
課長レベルの研修会 

イ．市町村子ども家庭

総合支援拠点を整備

することの課題 

補助金の確保 
先進的事例の情報不足 
心理員の確保のための要件の難しさ 
人材の確保 
研修の頻度の少なさ 
予算を確保 
包括支援センターとの兼ね合い（小規模な町村では包括支援セン

ターでまかなえるのではないか） 
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４．促進の阻害要件 
（１）財政面 
拠点設置主体が市町村であるため、県独自の補助金による支援等は財政部局等の理解が

得難く財政面での支援は困難な現状である。設置促進、加速のための年度限りといったよう

な限定的な支援として交渉を行えば可能性はあるが、長期的、全般的支援というものは財政

的に確保は難しい。 
拠点整備は、開設時に補助金を短期的に出し、のちには補助金を確保しないといったよう

な事業ではなく、長期的に行うものであるという考えを持っている。 
 

（２）人的支援  
児童相談所においても、虐待通告の増加等により、マンパワーが十分といえない状況であ

ることから、市町村への人的支援を行うことは困難である。 
確かに、市町村をバックアップしないと結果的に仕事が児童相談所に回ってくるという

ことはあるのであるが、現在児童相談所としては、目の前にあるケースを優先し、手が回ら

ない状況である。 
県職員の中では、児童相談所の職員数は増加傾向にあるが、児童相談所職員の年齢層が若

く、市町村に出ていき指導を行えるような中堅職員数が少ない状況にある。 
このような職員体制は、市町村をバックアップするうえでも十分とは言えず、問題がある

と思われる。 
 
（３）人材育成 
 児童福祉司任用前講習会の他にも、児童福祉司任用後研修等が義務研修として都道府県

の義務としてあることから、児童福祉司任用前講習会について、できるだけ市町村職員が多

く受講できるよう会場の調整等を行う予定である。 
しかし、今年度、年１回開催したものを年２回開催するなどの対応は業務量の関係から困

難である。数日間にわたる研修というものを行うとなると、研修を受けさせる側も、主催す

る側も職員への負担が大きく支障もある。 
 
（４）法制度設計支援 
 他自治体における支援拠点の整備状況について情報収集をした上で、要綱案の提示など

を行いたいと考えているが、現在情報収集ができていない。 
また、子育て包括支援センターや要保護児童対策地域協議会との連携など、市町村がどの

ような体制で支援拠点を整備してもらうか方向性を示していくには、県としても支援拠点

制度の理解を深めていく必要がある。 
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（５）原発事故による課題 
福島県は原発事故により現在も多くの県民が県外に避難しており、役場機能が点在して

いる自治体もある。このような自治体において支援拠点をどのように整備していくのか、避

難者の受け入れ先の自治体とどのように連携していくかが問題としてあり、それに対して

県としてどのように支援を行っていくかというものが課題としてある。 
 
 
５．今後、有効だと考えられる策 
（１）人材育成支援 

児童福祉司任用前講習会について、児童相談所職員の他に、市町村職員も多数受講できる

多人数が収容できる会場の確保等を行う。福島県内には５９の市町村があり、講習会には代

表して一人が参加するということが原則となっている。しかし複数人の参加を希望する市

町村も存在している。会場のキャパシティーの問題によって断らざるを得ないのが現状で

ある。 
 
（２）法制度設計支援 

他自治体における支援拠点の整備状況について情報収集し、他自治体で既に支援拠点を

整備している市町村の要綱案を参考に、市町村に要綱案を提示する。 
福島県内では支援拠点として整備している自治体はない状況である。既に支援拠点の整

備状況・現状について、説明できるような人を自治体を招く、また他の先行自治体の担当者

を招き、福島県の市町村に事例として提示してもらうようなことも考えている。 
現時点では他自治体の支援拠点の整備について情報収集を行うことができていないので

先進事例を知りたい。 
 
（３）スタートアップマニュアルの作成 
 要保護児童対策地域協議会においてはスタートアップマニュアルが作成されており、支

援拠点についてもスタートアップマニュアルがあると設置に向けた具体的なイメージを持

つことができると考える。実務者は講習会などによって理解することが出来るが、管理職レ

ベルの人に理解を得られるようにするためにも、簡易的なわかりやすいマニュアルを作る

ということも有効である。 
 
 
６．全体を通じての感想 
  説明会の形式として、ワーキング形式を取り入れて行うことは非常に画期的であると

感じた。同じような悩みを出し合うことで、直ちに解決できないとしても、課題を共有し

たり、その対策をお互いに考えたり、情報を持ち帰ることができる。 
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  未だ拠点の理解が不十分でないということから厚労省の一番熟知している担当者を呼

んで理解を深めるというのがやはり現時点で一番力を入れねばならないことのようであ

り、この法律の周知の必要性を感じる。 
  福島独自の課題は深いものがあるが、担当者が非常に工夫しつつ市町対応を行ってい

るのが印象的であった。 
 
 
 

ヒアリング調査報告 
鈴木秀洋 
井上玲亜 
大野響 
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石川県 ヒアリング調査報告 

ヒアリング実施日：2018 年 1月 4 日 
１．石川県の支援拠点に係る状況 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県内 19 市町を３つの児童相談所と 2つの相談窓口で対応 

                          ※管内児童人口は H27国勢調査 

 ① 県中央児童相談所 

    ・相談体制 児童福祉司 7人、児童心理司 9人 

    ・管轄市町 ３市２町（かほく市以南） 

    ・管内児童人口 約 46,100人 

  

   ○南加賀保健福祉センター地域支援課(相談窓口) 

     ・相談体制 児童福祉司 4人、児童心理司 3人 

     ・管轄市町 ３市１町（川北町以南） 

     ・管内児童人口 約 38,500人 

能登北部保健福祉センター(輪島市) 

②石川県七尾児童相談所(七尾

①石川県中央児童相談所(金沢

③金沢市児童相談所 

(金沢市) 

石川県南加賀保健福祉センター(小松市) 



171 
 

 

 ② 県七尾児童相談所 

    ・相談体制 児童福祉司 5人、児童心理司 4人 

    ・管轄市町 ２市３町（宝達志水町以北） 

    ・管内児童人口 約 15,000人 

    

○能登北部保健福祉センター地域支援課(相談窓口) 

     ・相談体制 児童福祉司 1人 

     ・管轄市町 ２市２町（穴水町以北） 

     ・管内児童人口 約 10,300人 

  

③ 金沢市児童相談所（H18.4.1設置） 

   ・相談体制 児童福祉司 12人、児童心理司 5人 

   ・管轄市町 金沢市 

   ・管内児童人口 約 73,300人 

 

 

２．これまでの支援拠点拡大への働きかけ 

 石川県では、これまでに支援拠点における制度の理解と設置の促進をため、厚生労働省の

担当職員を講師に招き、市町職員や児童相談所職員等を対象とした説明会を平成２９年７

月に開催し、その後は、各市町からの問い合わせに対し、個別に対応している状況である。 

支援拠点に関しては、国から「市区町村子ども家庭総合支援拠点の設置運営等について」

及び「支援拠点に関する自治体向けＦＡＱ」の通知が示されているが、設置・運営方法に関

する市町からの具体的な質問に対しては答えることができず、その都度、国の担当者に照会

し、その回答を市町へ伝えている。 

 各市町村からの問い合わせの例としては、  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①子育て世代包括支援センター（利用者支援事業（母子保健型））と支援拠点との兼ね合い

について 

・現在、子育て世代包括支援センターの設置に向けた準備を行っているが、支援拠点

の設置は努力義務であり、今後、両者をどのように関係づけて設置していけばよい

のか 

  ・支援拠点設置運営要綱に「同一の機関が支援拠点と子育て世代包括支援センターの

２つの機能を担い、一体的に支援を実施することが求められている」とあるが、必

ず同一の機関が２つの機能を担わなければならないのか 
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②利用者支援事業（基本型）との関係について 

  ・利用者支援事業（基本型）の職員が支援拠点の業務を兼任しても差し支えないか 

  ・支援拠点の人員配置などの要件を満たしていれば、利用者支援事業（基本型）を   

支援拠点と位置づけてもよいか 

③利用者支援事業の交付金と支援拠点の補助金との関係について 

  ・交付金と補助金との二重取りになってしまわないか 

  ・利用者支援事業で交付金を受けている場合、それ以外に必要な経費であれば、支援 

拠点の対象となるか 

④現在の人員配置、設備状況で、支援拠点の要件を満たすことになるか 

 

などが挙げられた 

 

 

3．促進の阻害要件 

 なかなか支援拠点の促進が進まない要因としては、次のような点が考えられる。 

(1)まずは、支援拠点を、既存の関係機関と関係づけながら、どのように設置・運営してい

けばよいか具体的に分かりにくい点が考えられる。 

子育て世代包括支援センターを設置していない市町では、両者の設置をどのように関係

づけて進めていけばよいのかが分からない、すでに子育て世代包括支援センターを設置

している市町では、支援拠点の業務内容を子育て世代包括支援センターとどう関係づけ

ながら設置すればよいかという声がある。また、利用者支援事業（基本型）を実施してい

る市町では、支援拠点と利用者支援事業（基本型）との関係や位置づけが分からないとい

った声も聞かれる。 

 

(2)次に、設置期限について、子育て世代包括支援センターでは「おおむね平成 32年度末で

の全国展開を目指す」と国が設置目標を示しているのに対し、支援拠点では、設置が努

力義務とされ、期限も明確に示されていない。市町からも、いつまでに設置したらよい

のかが分からないといった意見が聞かれ、このことについても、進まない要因の一つと

考えられる。 

 

(3)さらに、市町の家庭児童相談室や子育て支援センターなど既存の児童相談担当窓口が、

人員配置や設備の面で支援拠点の要件を満たしているが、支援拠点として位置づけてよ

いかという問い合わせもあり、国の支援拠点の設置運営要綱や、国が示す支援拠点のイメ

ージ図からは分かりにくいことも要因と考えられる。 
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(4)支援拠点の人員配置についても、どの市町からも、新たに職員を配置することは難しい

との声が聞かれる。 

 

 

4．今後、有効だと考えられる策 

 今後、支援拠点の設置を促進していくためには、支援拠点に関して先駆的な取組を行って

いる自治体の好事例や具体的な設置・運営方法、各市区町村が定める設置運営要綱のひな形

などを盛り込んだ具体的な「設置・運営マニュアル」の提示が必要であると考える。 

石川県では、すでに加賀市が一体型の利用者支援事業として「子育て応援ステーション 

かがっこネット」を設置しており、妊娠期から出産後以降も連携した支援が受けられるよう

な仕組みが整っている。石川県としては、こうした加賀市の例や他県の自治体の好事例など

を、今後、市町に示していきたいと考えている。 

 

 

＜子ども虐待防止総合対策推進事業・研修一覧＞  

研修名【開始年度】 内容 対象 回数等 

児童相談所カウンセリング 

強化研修【H13～】 

児童相談所職員等におけるカ

ウンセリング等の面接技法の

習得のための専門研修 

児童相談所、児童養護施

設、児童家庭支援センター

職員等 

年２回 

市町児童相談担当職員研修

（虐待対策地域協力体制 

整備事業）【H15～】 

市町児童相談担当職員の専門

性向上を目的とした研修 

市町職員（児童相談担当、

要対協担当、母子保健担

当）、児童相談所職員等 

年２回 

医師向け虐待対応強化研修 

【H18～】 

医療機関における児童虐待へ

の対応力向上及び連携強化を

目的とした研修 

医師、看護師、ＭＳＷ等医

療従事者、市町母子保健・

児童福祉担当、児童相談所

職員等 

年１回 

児童福祉司養成研修 

（法施行規則第 6 条第 6 号の

厚生労働大臣が定める講習

会）【H20～】 

保健師等の有資格者が児童福

祉司の任用資格を満たすため

に必要な講習会を実施 

市町及び県の保育士、保健

師、教員等の有資格者 

年１回 

（7～8 日

間） 

要保護児童対策地域協議会 

強化講習会【H21～】 

市町の要保護児童対策地域協

議会の機能強化、専門性の向

上を目的とした研修 

市町要保護児童対策地域

協議会構成員、児童相談所

職員等 

年３回 
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児童虐待防止ネットワーク強

化実践研修会【H23～】 

虐待を発見しやすい立場にあ

る民生委員等に対し、事例を

用いた職種横断的な研修を地

区ごとに実施 

民生委員、保育士、教員、

医療、警察、市町児童福祉・

母子保健担当職員、児童相

談所職員等 

年４回 

(４圏域 

で開催) 

児童相談所職員虐待対応 

資質向上研修【H23～】 

児童虐待への対応援助技法及

び親支援プログラム等の習得

等を目的とした研修 

児童相談所職員 年２回 

児童養護施設職員等資質 

向上研修【H23～】 

施設職員を対象とした被虐待

児への対応や支援、親との対

応力向上のための研修 

児童養護施設・乳児院・児

童自立支援施設・母子生活

支援施設職員、里親、児童

相談所職員等 

年１回 

児童福祉司任用後研修 

【H29～】 

H28改正児童福祉法により、児

童福祉司に義務付けられた研

修の実施 

児童福祉司 年１回 

要保護児童対策調整機関の調

整担当者研修【H29～】 

H28改正児童福祉法により、要

対協の専門職に義務付けられ

た研修の実施 

市町の要保護児童対策調

整機関の調整担当者 
年１回 

 

※その他、母子保健グループ主催の研修あり 

（「母親のメンタルヘルス支援研修会（市町保健師、児童相談所職員対象）」等） 

 

 

5．全体を通しての感想 

 市町村の拠点設置のために、広域行政を担う県が個別に相談を受け、国に問い合わせを行

いつつ、フィードバックを行っている。 

 

 

 

ヒアリング調査報告 

鈴木秀洋 

石川めぐみ 

木森麻紀 
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東京都 ヒアリング調査報告 

ヒアリング実施日：2018 年 3 月 8 日 
 
１．東京都の支援拠点に係る状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 現在東京都では 11 か所の児童相談所があり、区市町村の子供家庭支援センターとの連携

のもと、児童虐待対応等を行っている。 
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２．これまで行ってきた具体的支援拠点促進の働きかけ 
（１）説明会等の開催 
 子育て関連事業説明会や子供家庭支援センター意見交換会等の区市町村の担当者が集ま

る機会を活用して説明を行っている。 
 主に子ども家庭総合支援拠点に関して行った説明会は昨年の 3 月で、国の資料を用いて

説明を行った。その後 6 月の説明会や、7 月の意見交換会でも説明を行った。 
 
（２）区市町村からの質問内容 
 常時配置要件と開設時間についての質問が多く見られた。常時配置に合わせての専任配

置や兼務配置など、どのようにすれば要件を満たしていることとなるのかという点が難し

いという意見が出ている。 
 開設時間を長くすればするほど要件を満たすことが厳しくなってしまうこと、非常勤職

員もいる中で、厳密に常時要件を満たそうと思えばローテーションが上手く行かないこと

や、年休を取った場合など詳細についても悩んでいる自治体もある。都が国の制度に関して

独自の解釈を示すことはできず、国に問い合わせて回答するようにしている。 
 開設時間に関しては土日祝日の勤務体制や、役所の時間外の対応をどうすればよいのか

という疑問が出ている。 
 
（３）財政面での支援 
 東京都は、今回の児童福祉法改正に伴い法律上明記された「拠点」のモデルとなる、子供

家庭支援センター事業を従前から行ってきており、都独自の補助制度を備えていたもので

ある。 
具体的には、特別区に対しては、財政調整制度という枠組みで財源措置をしている。市町

村に対しては補助金の形で補助している。 
 東京都が単独で行っていた補助金について、国の補助制度が導入された場合、通常であれ

ば国庫補助に移行をするが、今回の拠点に関しては、現在、常勤職員に対する財政措置がさ

れていないことや補助要件に課題があること等から、都独自の補助制度も継続している。 
 
（４）人的支援 
 東京都の児童相談所において、区市町村職員の派遣受け入れを引き続き行っていく。児童

相談所に区市町村職員を受け入れることで、区市町村の子供に関わる職員の育成をサポー

トしている。 
また、従前から、児童相談所職員が子供家庭支援センターの受理会議や支援会議等に定期

的に参加してきたが、今後も参加し、情報共有、指導・助言などを行っていく。 
 さらに、今回の児童福祉法改正に伴い、児童相談所と子供家庭支援センターの連携をさら

に強化するため、「児童相談に係る連携強化事業」を今年度から始めている。具体的には、
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本事業の枠組みの中で、区市町村の子供家庭支援センター長等の管理職派遣（原則週１日程

度）を受け入れ、児童相談所の援助方針会議等において当該地域のケースに主体的に関与し

てもらう仕組みを新たに取り入れた。また、区市町村のケース検討会議等への積極的関与を

これまで以上に行い、児童相談所の動きやテーマに沿った話をする取組等、幅広い児童福祉

行政面での理解促進を図るようにしている。従前の意見交換よりも、一歩広げようとする取

り組みである。 
 
（５）人材育成支援 
 子供家庭支援センター職員向けの研修や、児童福祉司任用前講習会等を引き続き行って

いく。児童相談所職員向けだけではなく、区市町村職員向けの研修を多く実施している。 
 都が定める子供家庭支援センター事業の中では、虐待対策ワーカーに児童福祉司の任用

資格を求めていることから、区市町村職員向けの児童福祉司任用前講習会等を都で行って

いる。さらに、スキルアップを目的として虐待対策ワーカー研修を年間をとおして（年 12
回）行う等、強化を進めている。 
 今回、児童福祉司任用前講習会や要保護児童対策地域協議会調整担当者研修については、

これら２つの研修と従前より行っている児童福祉司認定講習を一体的に実施し、カリキュ

ラムを充実させて、12 日間の研修を行った。島しょ部等、研修参加が難しい自治体もあっ

たため、補講を行う等の工夫を行った（演習以外の科目）。ただ、12 日間現場を空けること

は難しいといった声もあり、今後も実施方法については検討を続けていく。 
 なお、要保護児童対策地域協議会調整担当者の定義が曖昧なため、区市町村においては、

どのように調整担当者を配置し、研修を受講させればよいか混乱もあるようである。 
 
○東京都が行なった子育て支援研修 実施例 

 

Ⅰ　地域子育て支援機関研修
研修名 科目 対象者 参加人数

1 入門研修 講義「こころの不調を持つ親とその子どもへの支援」 86

2 基礎研修 講義・演習「子ども虐待問題の理解～支援が必要な家庭への関わり」 166

252

Ⅱ　子供家庭支援センター職員研修
研修名 科目 対象者 参加人数

講義「児童相談所の役割と子供家庭支援センター長に期待すること」

演習「子供家庭支援センター長の役割について考える」

講義・見学「一時保護所について」

4 施設見学研修① 児童養護施設について 希望する職員 17

5 施設見学研修② 一時保護所について 希望する職員 17

6 施設見学研修③ 乳児院について 希望する職員 12

7 施設見学研修④ 児童自立支援施設について 希望する職員 33

8 施設見学研修⑤ 婦人保護施設について 希望する職員 41

9 虐待対策ワーカー研修 通年（12回） 虐待対策ワーカー、その他希望する職員 50

11 虐待対策コーディネーター研修① 事例を通して考える協働について
虐待対策コーディネーター、児童相談所３年目職

員、その他希望する職員
39

11 虐待対策コーディネーター研修② 要保護児童対策地域協議会の活用に向けての理解と課題 虐待対策コーディネーター、その他希望する職員 25

12 新任研修①（児相合同）

13 新任研修①（児相合同）

14 センター長研修
「児童虐待死亡ゼロを目指した支援のあり方について

～死亡事例検証部会報告より
センター長 19

15 タイムリー研修② H28虐待対策ワーカー研修　フォローアップ研修 希望する職員 22

16 タイムリー研修① 精神疾患の理解と対応～メンタル不調を持つ保護者とのコミュニケーション 希望する職員 35

17 タイムリー研修③ CAREワークショップ 希望する職員 16

441

Ⅲ　区市町村児童相談業務研修

1 区市町村児童相談業務研修
児童福祉司任用前研修

要保護児童対策地域協議会調整担当者研修
希望する職員 93

22

講義・演習「事例をとおして考える虐待対応」 新任職員、その他希望する職員 93

子供家庭支援センター職員、子育てひろば職員、

保育所・児童館・学童クラブ職員、区市町村の子育

て支援所管部署の職員

1 新任センター長研修 新任センター長、その他希望するセンター長
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３．支援拠点の促進阻害要因 
（１）国の補助制度における職員配置要件について 
 第一に、児童虐待対応件数に応じた虐待対応専門員の上乗せ配置が最低基準として示さ

れていることが挙げられる。 
統計上の児童虐待対応件数のカウント方法にばらつきがある中で、全国平均との単純比

較となってしまっている。さらに、毎年配置の最低基準となる人数が変動すること等も区市

町村が人員配置の計画を進められない要因となっている。 
第二に、「常時」配置要件が示されていることである。区市町村が地域の実情に応じて柔

軟な職員配置ができるよう、「平均」配置人数とする等、弾力的な運用が可能となる要件と

なるとよいかと考える。 
なお、開設時間に関しては下限の定義が明記されていない。子供を守るという趣旨のため

には明記しておいた方が分かりやすいのではないかと考える。 
 
（２）拠点設置の基準について 
 厚労省が行っている虐待対応窓口の市町村調査があるが、支援拠点の設置状況の設問の

回答の選択肢の中に、「設置運営要綱の基準を満たさない支援拠点を設置している」という

ものがあった。 
国は、設置運営要綱はあくまで技術的助言であることから、補助金要綱に該当しない場合

でも（機能的に）児童福祉法に基づく支援拠点を設置しているということもありうるという

考えのようである。 
 そうであれば、支援拠点のモデルとなった東京都の子供家庭支援センターを設置してい

る自治体は、支援拠点についても基本的にすべて設置済みということになる。 
都として今後どのように設置運営要綱に定められた基準を満たす支援拠点の設置を促し

ていくべきか難しいと感じている。 
 
 
４．今後の促進策として有効と考えていること 
 拠点の機能の再確認をしつつ、従来行ってきた区市町村へのサポートを継続して続けて

いきたいと考えている。 
 
 
5．全体の感想 
 都の担当者が、児童福祉法の理念を踏まえ、国と区市町村の間にたって、法制度の説明を

行っている。区市町村の悩みを国に個別に確認してフィードバックを行うとともに、都とし

てどうするかという視点からの取組みを常に考えている印象であった。 
 都は全国のトップを走る自治体として、区市町村のバックアップ策の面でも、子どもの命
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を守るための拠点整備について、働きかけを一層進めて行ってほしいと感じた。 
○子供家庭支援センター事業概要 

 
 
 
 
 
 
 

　
子

供
家

庭
支

援
セ

ン
タ

ー
事

業
の

概
要 子

供
と

家
庭

に
関

す
る

あ
ら

ゆ
る

相
談

に
応

じ
、

関
係

機
関

と
連

携
し

な
が

ら
、

子
供

と
家

庭
を

支
援

す
る

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

の
構

築
を

図
る

。

区
市

町
村

。
た

だ
し

、
社

会
福

祉
法

人
へ

委
託

し
て

行
う

こ
と

も
で

き
る

。

①
　

先
駆

型
子

供
家

庭
支

援
セ

ン
タ

ー
（

以
下

「
先

駆
型

」
と

い
う

。
）

②
　

従
来

型
子

供
家

庭
支

援
セ

ン
タ

ー
（

以
下

「
従

来
型

」
と

い
う

。
）

③
　

小
規

模
型

子
供

家
庭

支
援

セ
ン

タ
ー

（
以

下
「

小
規

模
型

」
と

い
う

。
）

　
　

先
駆

型
は

、
次

の
①

か
ら

④
を

実
施

し
、

⑤
を

実
施

す
る

こ
と

が
で

き
る

。
従

来
型

及
び

小
規

模
型

は
、

①
②

の
事

業
を

行
う

ほ
か

、
④

及
び

⑤
の

Ⅱ
の

事
業

を
実

施
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

　
①

　
子

供
家

庭
総

合
ケ

ー
ス

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

事
業

（
総

合
相

談
、

在
宅

サ
ー

ビ
ス

の
提

供
・

調
整

、
サ

ー
ビ

ス
調

整
（

関
係

機
関

の
連

携
に

よ
る

援
助

の
実

施
）

）

　
②

　
地

域
組

織
化

　
③

　
要

支
援

家
庭

サ
ポ

ー
ト

事
業

（
虐

待
家

庭
等

に
対

す
る

見
守

り
サ

ポ
ー

ト
事

業
、

専
門

職
や

育
児

支
援

ヘ
ル

パ
ー

に
よ

る
養

育
支

援
訪

問
事

業
）

　
④

　
在

宅
サ

ー
ビ

ス
基

盤
整

備
事

業

　
⑤

　
専

門
性

強
化

事
業

（
Ⅰ

 虐
待

対
応

の
強

化
、

Ⅱ
 心

理
的

ケ
ア

へ
の

取
組

）

（
相

談
内

容
）

　
ケ

ー
ス

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

の
手

法
に

よ
り

、
子

供
と

家
庭

に
関

す
る

あ
ら

ゆ
る

相
談

に
応

じ
る

。
保

護
者

は
も

ち
ろ

ん
、

子
供

自
身

か
ら

の
相

談
に

も
応

じ
る

。

（
関

係
機

関
と

の
連

携
）

　
保

健
、

福
祉

、
医

療
、

教
育

等
の

専
門

機
関

と
連

携
し

て
子

供
家

庭
支

援
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
の

構
築

、
ケ

ー
ス

会
議

や
調

整
会

議
を

開
催

す
る

等
、

総
合

的
支

援
の

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

ト
を

実
施

（
事

業
内

容
）

　
セ

ン
タ

ー
及

び
他

の
児

童
福

祉
施

設
等

に
お

い
て

、
シ

ョ
ー

ト
ス

テ
イ

、
ト

ワ
イ

ラ
イ

ト
ス

テ
イ

、
一

時
預

か
り

等
子

供
家

庭
在

宅
サ

ー
ビ

ス
の

各
事

業
を

積
極

的
に

提
供

す
る

ほ
か

、
地

域
の

ニ
ー

ズ
に

応
じ

た
子

育
て

支
援

サ
ー

ビ
ス

の
実

施
に

努
め

る
。

（
情

報
提

供
）

　
地

域
で

子
育

て
家

庭
に

提
供

さ
れ

て
い

る
様

々
な

サ
ー

ビ
ス

の
実

施
状

況
を

把
握

し
、

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
等

を
活

用
し

て
広

く
情

報
提

供
を

す
る

な
ど

、
子

育
て

家
庭

へ
の

利
便

性
の

向
上

を
図

る
。

(1
)　

 子
育

て
グ

ル
ー

プ
等

地
域

の
グ

ル
ー

プ
活

動
の

支
援

(2
) 

　
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
育

成
、

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

団
体

の
支

援
や

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

に
関

す
る

情
報

提
供

、
活

用

(3
)　

 相
談

の
結

果
分

析
や

ア
ン

ケ
ー

ト
調

査
等

に
よ

る
地

域
の

福
祉

ニ
ー

ズ
の

調
査

研
究

等
の

活
動

を
地

域
の

実
情

に
応

じ
て

実
施

す
る

。

　
見

守
り

サ
ポ

ー
ト

事
業

　
児

童
相

談
所

と
連

携
し

、
軽

度
の

児
童

虐
待

が
認

め
ら

れ
る

が
、

在
宅

で
の

指
導

が
適

当
と

判
断

さ
れ

る
家

庭
及

び
児

童
虐

待
に

よ
り

児
童

相
談

所
が

一
時

保
護

若
し

く
は

施
設

措
置

等
を

し
た

児
童

が
家

庭
復

帰
し

た
後

の
家

庭
等

へ
の

支
援

を
行

う
。

　
養

育
支

援
訪

問
事

業
　

乳
児

家
庭

全
戸

訪
問

事
業

等
に

よ
り

把
握

し
た

、
養

育
支

援
が

特
に

必
要

で
あ

る
と

判
断

し
た

家
庭

に
対

し
、

研
修

を
受

講
し

た
専

門
職

が
、

当
該

家
庭

を
訪

問
し

、
養

育
に

関
す

る
相

談
及

び
指

導
を

行
う

。

　
ま

た
、

産
じ

ょ
く

期
の

母
子

等
へ

の
育

児
相

談
や

簡
単

な
家

事
等

の
援

助
を

す
る

た
め

、
一

定
の

支
援

目
標

を
設

定
し

、
研

修
を

受
講

し
た

者
に

よ
る

、
育

児
支

援
ヘ

ル
パ

ー
の

派
遣

を
行

う
。

　
地

域
に

お
け

る
在

宅
サ

ー
ビ

ス
の

量
的

な
充

実
を

図
る

た
め

、
区

市
町

村
が

実
施

す
る

子
供

家
庭

在
宅

サ
ー

ビ
ス

事
業

の
担

い
手

と
な

り
う

る
養

育
家

庭
の

普
及

等
の

活
動

を
行

う
。

　
虐

待
対

応
の

強
化

　
虐

待
対

応
を

強
化

す
る

た
め

、
児

童
福

祉
司

任
用

資
格

を
有

す
る

専
任

の
常

勤
職

員
（

虐
待

対
策

ワ
ー

カ
ー

）
を

基
本

分
と

し
て

1
名

、
加

算
分

と
し

て
児

童
人

口
の

規
模

に
応

じ
た

人
数

を
増

配
置

し
、

個
別

ケ
ー

ス
へ

の
支

援

や
要

支
援

家
庭

サ
ポ

ー
ト

事
業

を
強

化
す

る
取

組
を

実
施

す
る

。

　
心

理
的

ケ
ア

へ
の

取
組

　
子

供
や

保
護

者
等

の
心

理
的

側
ケ

ア
に

加
え

て
、

保
育

所
や

子
育

て
ひ

ろ
ば

等
の

関
係

機
関

に
対

し
て

、
支

援
方

法
の

ス
ー

パ
ー

バ
イ

ズ
等

が
で

き
る

心
理

専
門

支
援

員
を

配
置

す
る

こ
と

で
、

心
理

の
専

門
的

な
取

組
を

強
化

す
る

。

　
運

営
協

議
会

　
セ

ン
タ

ー
の

運
営

に
資

す
る

た
め

、
住

民
、

民
間

団
体

及
び

関
係

行
政

機
関

等
を

構
成

者
と

す
る

運
営

協
議

会
を

設
置

す
る

。

　
運

営
協

議
会

は
、

セ
ン

タ
ー

の
基

本
的

な
活

動
内

容
及

び
運

営
方

法
に

つ
い

て
検

討
し

、
区

市
町

村
長

に
対

し
必

要
な

意
見

を
述

べ
る

ほ
か

、
セ

ン
タ

ー
の

活
動

に
参

加
・

協
力

す
る

。

　
職

員
体

制

　
⑤

　
専

門
性

強
化

事
業

　
③

　
要

支
援

家
庭

サ
ポ

ー
ト

事
業

事 業 内 容 （ 先 駆 型 ） 　 ※ ➀ ② の み は 従 来 型

　
総

合
相

談

　
②

　
地

域
組

織
化

事
業

　
④

　
在

宅
サ

ー
ビ

ス
基

盤
整

備
事

業

　
①

　
子

供
家

庭
総

合
ケ

ー
ス

マ
ネ

ジ

  
  

メ
ン

ト
事

業

基 本 的 な 考 え 方

趣
旨

実
施

主
体

セ
ン

タ
ー

の
種

類

　
実

施
事

業

　
子

供
家

庭

　
在

宅
サ

ー
ビ

ス
等

の
提

供

種
別

資
　

格
　

等

子
供

家
庭

支
援

ワ
ー

カ
ー

常
２

及
び

非
１

社
会

福
祉

士
、

保
健

師
、

経
験

豊
富

者
等

専
門

相
談

員
非

１
医

師
、

保
健

師
、

教
育

関
係

者
等

地
域

活
動

ワ
ー

カ
ー

非
１

活
動

経
験

者
等

虐
待

対
策

ワ
ー

カ
ー

【
先

駆
型

】
常

１
児

童
福

祉
法

第
１

３
条

第
３

項
各

号
の

い
ず

れ
か

に
該

当
す

る
者

（
虐

待
対

策
ワ

ー
カ

ー
）

基
本

分
:常

１
加

算
分

:児
童

人
口

規
模

に
応

じ
て

常
1

～
常

5

児
童

福
祉

法
第

１
３

条
第

３
項

各
号

の
い

ず
れ

か
に

該
当

す
る

者
（

加
算

分
は

、
児

童
人

口
1

６
,0

0
1

人
以

上
の

自
治

体
に

つ
い

て
、

８
,0

0
0

人
ご

と
に

1
人

配
置

す
る

。
）

（
心

理
専

門
支

援
員

）
常

１
又

は
非

２
以

上
臨

床
心

理
士

、
臨

床
発

達
心

理
士

、
大

学
や

大
学

院
に

お
い

て
心

理
学

を
専

攻
し

卒
業

し
た

者
等

※
 小

規
模

型
は

､
子

供
家

庭
支

援
ワ

ー
カ

ー
は

２
名

の
配

置
で

可
（

う
ち

１
名

は
、

他
の

児
童

福
祉

事
業

に
従

事
す

る
常

勤
職

員
が

兼
務

す
る

こ
と

が
で

き
る

。
）

※
 虐

待
対

策
ワ

ー
カ

ー
は

、
先

駆
型

子
供

家
庭

支
援

セ
ン

タ
ー

を
設

置
し

て
い

る
場

合
に

必
ず

配
置

※
 子

供
家

庭
支

援
ワ

ー
カ

ー
は

、
専

門
相

談
員

と
地
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○説明会一覧 

名称 日時 場所 説明事項 参加者 

平成２８年度子

供家庭支援事業

説明会 

平成 29 年 3 月 16 日

（木） 

午後 2:00～午後 4:30 

都 民 ホ ー

ル 

（１）児童福祉法改正に

伴う国の動向について 

（２）平成２９年度東京

都予算について 

各区市町村補助金

事務担当者等 

平成２９年度子

育て支援事業等

説明会 

平成 29 年 6 月 12 日

(月) 

午後 1:00～午後 5:00 

都 庁 第 一

本 庁 舎 

大会議場 

平成２９年度子育て支

援事業等について 

各区市町村補助金

事務担当者等 

平成２９年度子

供家庭支援セン

タ―事業意見交

換会 

平成 29 年 6 月 9 日

（金）、13 日（火）、15

日（木）、20 日（火）

（計４回） 

東 京 都 子

供 家 庭 総

合 セ ン タ

ー 等 

（１）改正児童福祉法と

子供家庭支援センター

事業について意見交換 

（２）東京都からの連絡

事項 

各区市町村子供家

庭支援センター

長、虐待対策コー

ディネーター等 

 
ヒアリング調査報告 

鈴木秀洋 
井上玲亜 
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千葉県 ヒアリング調査報告 

ヒアリング実施日：2018 年 3月 13 日 
１．千葉県の支援拠点に係る状況  

 
 

千葉県の市町村数は、平成の大合併により、80 市町村から 54 市町村（36 市 17 町 1 

村）に再編された。都道府県別市町村数の順位では、愛知県と並び６位であり、多くの市町

村数を有している。 

 
 
 
 
 
 
 

 
①面積 

5157.65 ㎢ 
②人口 

6,240,480 人 
③児童数 

932,308 人 

↑[千葉県の地理的位置] 地図検索サイト「MapFan」（https://mapfan.com/） 

https://mapfan.com/
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（１）千葉県における児童相談所の設置状況 

 千葉県における児童相談所の設置数は、県内 6児童相談所（政令指定都市の千葉市児童相

談所を含めると計 7か所）で対応している。 
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（２）各市町村における支援拠点の設置状況 

・平成 29年度設置済み市町村数 ： 4市 (松戸市、船橋市、南房総市、柏市) 

・平成 30年度以降に設置を予定している市町村数 ： １２市町 

 

（３）千葉県における支援拠点設置の働きかけの状況 
千葉県では、市町村における拠点の設置促進に向けて、以下 2点の対策を行っていた。 
 

 ア）年 1回開催する「児童虐待防止対策担当課長会議(以下市町村担当課長会議とする。) 

」内での説明 

イ) 通常業務内での説明や働きかけ 

 

 

ア）児童虐待防止対策担当課長会議の概要 

 千葉県では、市町村等管理職に対し、児童虐待防止対策の一環として担当課長会議を実施

している。平成 29年度では、7月 19日に開催され、 

 講師として厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課虐待防止室室長補佐による「児童福祉法

改正に伴う市町村での対応について」と題する講演が行われた。その中で、「市区町村子ど

も家庭総合支援拠点の設置運営等について」、関連通知に基づき、支援拠点の詳細に関する

説明を頂く場を設けた。 

講演の内容としては、児童福祉法・虐待防止法の改正によって国・都道府県・市町村の役

割・責務が明確化されたことを踏まえて、市町村の支援拠点の整備・業務内容・運営・人員

配置等についてであった。 

県内の市町村からは、支援拠点に関し、拠点設置要件・補助金の要件、子育て包括支援セ

ンターとの相違点等多くの質問があった。 

法改正の正確な理解が浸透するのには時間がかかることから、このようなタイミングで、

全体に向けた会議を開催することは有益であったようである。 

 

イ）通常業務内での説明や働きかけ 

各市町村より補助金等に関する照会があった際(「地域子ども・子育て支援補助 金」や

「児童虐待・DV対策等総合支援事業補助金」)支援拠点の設置に関する補助金上のメリット

を説明し、設置勧奨を行っていた。 

また、厚生労働省が実施した「平成２９年度市町村（虐待対応窓口等）の状況調査」の記

載内容に関する照会時においても、設置に関しての働きかけを行っていた。 
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２．支援拠点促進の阻害要因 

（１）拠点のメリットの理解及び説明不足 

 県から市町村への支援拠点を促進するに当たり、要対協の設置がない小規模自治体への

アプローチが課題となっている。小規模市町村では職員が一人で何役も担っていて、支援拠

点設置でこれ以上の業務が加わることは職員への負担増加となってしまい、そういった市

町村への促進は困難であると県側からしても見受けられる。 

 市町村側からも、支援拠点設置に伴う業務量増加による人手が不足していること、支援拠

点設置によるさらなるメリットが感じられないこと、これらの意見が挙げられることがあ

る。そのため、自治体内において、官房系の管理職の理解が得られにくく、結果として支援

拠点設置が促進されないとの状況になっているとのことである。 

 また、要保護児童対策地域協議会の設置はあるが、虐待ケースが挙げられていない自治体

もあり、必要性を感じていない自治体もある。 

東京からのアクアラインがつながる等の交通整備が進む中で、人の流入により子育て環

境（需要）の変化も激しい市もあるが、それに応じた十分な体制が未だ維持出来ていない場

合もあり、県としても、メリットを伝え、拠点の推進をしていきたいとのことであった。 

 

（２）補助金 

 国の担当者に来てもらった説明会であっても、市町村は補助金関連の質問が多かった。拠

点促進が進まない一因として、子ども家庭総合支援拠点の補助金が 2分の 1となっており、

活用しづらいという面が見られるのではないかと考えている。子育て世代包括支援センタ

ーでは、市町村側の支出割合が、全体の 3分の 1であることから、子ども家庭総合支援拠点

よりも子育て世代包括支援センターの補助を検討する自治体が多いように感じられた。 

 

（３）法律の明記 

 児童福祉法第 10条の２号で「拠点」とは明記されているが、「子ども家庭総合支援拠点」

を定めるとはなっていない。それによって拠点がどの拠点を指しているのかがよく分から

なくなってしまっている。保育所や高齢者部門でも拠点と名の付く事業が多いことから、分

かりやすくする必要性があると考えられる。 

 

（４）法的支援 

 法的支援としては、要綱作成の支援をしている。松戸市がすでに要綱を設置していること

から、要望があれば松戸市の要綱を配布している。また個別に質問がある場合には対応して

いる。 
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３．今後の方針 

（１）説明会 

 千葉県では、すでに拠点設置が完了ということで先行している松戸市に聞き取り調査を

行っている。そうした結果も含めて今後市町村の支援拠点の設置を推進していく予定であ

る。具体的には、年に一度開催されている「市町村担当課長会議」での説明や、設置済み自

治体による実践発表を検討している。拠点を設置するうえでの困難、設置した後での変更等、

実際の市の取り組みを市町村担当課長会議等で発表がなされることで、拠点整備が進んで

いくと思われる。 

 

（２）人的支援 

 市町村の知識向上を考えると、児童相談所の内部では児童相談所から市町村に人員派遣

をしたほうが良いのではないかという意見も出ている。すでにケース会議等には児童相談

所職員が参加しているが、さらなる向上が必要と考えている。 

 柏市や船橋市といった中核市や大規模市の児童相談所設置を検討されている自治体に関

しては、児童相談所で市職員の研修生を受け入れており、来年度は一般市からも児童相談所

への研修生を受け入れていく予定である。 

 

 

４．全体の感想 

 千葉県としては、県下の市町村に積極的に働きかけて拠点整備促進を行っているが、市町

村側の規模が多彩であり、悩みや課題も様々であること、それに加えて当該「拠点」制度の

わかりにくさが市町村側から挙げられており、それに対して一つ一つ丁寧な説明・フィード

バックを行うとともに、全体の説明会等の仕掛け（先進自治体事例の多くの紹介）を企画し

ているところである。 
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ヒアリング調査報告 

鈴木秀洋 

金井啓起 

木森麻紀 

井上玲亜 
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大阪府 ヒアリング調査報告 

（平成２９年度第２回市町村児童福祉主管課長及び母子保健主管課長会議報告） 
 

ヒアリング実施日：2018 年 2 月 8 日 
 
１．大阪府内児童相談所設置場所一覧 

 

↑（図）大阪府が設置する児童相談所（①～⑥） 

② 

① ③ 

④ 

⑤ 
⑥ 

○ 

○ 
堺市 

子ども相談所 

大阪市南部 

こども相談センター 

○ 

大阪市 

こども相談センター 
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 ①中央子ども家庭センター 
  ・相談体制 児童福祉司 39 人、児童心理司 11 人 
  ・管轄市町村 守口市、枚方市、寝屋川市、大東市、門真市、四條畷市、交野市 
  ・管内児童人口 176,746 人（平成 29 年 4 月 1 日時点） 
 
 ②池田子ども家庭センター 
  ・相談体制 児童福祉司 18 人、児童心理司 5 人 
  ・管轄市町村 豊中市、池田市、箕面市、豊能町、能勢町 
  ・管内児童人口 104,076 人（平成 29 年 4 月 1 日時点） 
 
 ③吹田子ども家庭センター 
  ・相談体制 児童福祉司 23 人、児童心理司 7 人 
  ・管轄市町村 吹田市、高槻市、茨木市、摂津市、島本町 
  ・管内児童人口 188,225 人（平成 29 年 4 月 1 日時点） 
 
 ④東大阪子ども家庭センター 
  ・相談体制 児童福祉司 27 人、児童心理司 9 人 
  ・管轄市町村 八尾市、柏原市、東大阪市 
  ・管内児童人口 127,752 人（平成 29 年 4 月 1 日時点） 
 
 ⑤富田林子ども家庭センター 
  ・相談体制 児童福祉司 19 人、児童心理司 6 人 
  ・管轄市町村 富田林市、河内長野市、松原市、羽曳野市、藤井寺市、大阪狭山市、太

子町、河南町、千早赤阪村 
  ・管内児童人口 93,109 人（平成 29 年 4 月 1 日時点） 
 
 ⑥岸和田子ども家庭センター 
  ・相談体制 児童福祉司 23 人、児童心理司 9 人 
  ・管轄市町村 岸和田市、泉大津市、貝塚市、泉佐野市、和泉市、高石市、泉南市、阪

南市、忠岡町、熊取町、田尻町、岬町 
  ・管内児童人口 158,986 人（平成 29 年 4 月 1 日時点） 
 
 
２．大阪府から市町村への支援拠点設置の働きかけ 
 （1）連絡調整 
  全体説明会で支援拠点についての説明を丁寧に行っている（当日の会議資料：資料８）。
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支援拠点は既存の機関・施設を活用することで設置できることを示した。また、例で市の

職員配置の考え方を示した上で、どのように補助金を利用できるかについても示してい

る。 
  これらは市町村が支援拠点を設置しやすくするための大阪府による配慮と考えられる。 
 
 （2）研修の実施 
  要対協調整担当者の義務研修については、大阪府が実施。現在半数の市町村で研修受講

が終了している（当日の会議資料：資料９）。支援拠点の専門職研修ではないが、本研修

の受講で、支援拠点の専門職の資格を有することができる人もいるため、資格要件の確認

を促している。 
 
 （3）市町村からの問合せ対応 
  今後、個別の市町村ごとに相談に対応する。 
 
 （4）財政的支援 
  大阪府新子育て支援交付金（当日の会議資料：資料７－１及び資料７－２）により、市

町村の相談対応強化のために人件費、物品購入費を支援している。平成 30 年度より、大

阪府新子育て支援交付金は、子育て支援分野に係る他の交付金制度を統合する予定であ

る。これにより、市町村は補助制度を活用しやすくなると考えられる。 
  大阪府の補助金は、国の補助金と重複して受けることができない（大阪府新子育て支援

交付金交付要綱第５条第２項第１号）。また、国の補助金は支援拠点設置後にしか利用で

きない。そのため、支援拠点設置前は大阪府補助金を受け、設置後は国補助金に切り替え

る対応が効果的である。 
 
 
３．支援拠点設置市町村 
  府内では枚方市、能勢市である。枚方市は国補助金を申請済みである。 
 
 
４．支援拠点整備の阻害要因 
 平成 29 年 9 月に大阪府が市町村に対して実施したアンケート調査によると、阻害要因は

以下のとおりである。 
 （1）支援拠点の人員不足 
  支援拠点に配置する人員数の確保や、虐待対応専門員を上乗せ配置する場合に必要な

人員の確保が困難である。また、資格要件を満たす人員の確保が困難である。 
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 （2）情報の不足 
  市町村は、既に支援拠点の機能に相当する業務を行っている。そのため、支援拠点をあ

えて設置する利点が分かりにくい。支援拠点設置が努力義務であることもインセンティ

ブを高めにくい要因である。 
 
 （3）財源の不足 
  人件費、面接室等の整備に係る財源確保が困難である。 
 
 
５．今後有効と考えられる手法 
 上記①については、専門職の資格取得のための研修や、市町村の状況を把握した上で人材

確保のための支援を行うことが有効であると考えられる。また、職員配置基準の緩和や経過

措置の活用が求められる。 
 上記②については、設置運営要綱に記載されていない内容が多く、支援拠点に関する説明

が不十分であるため、市町村の理解が進みにくいことがあると考えられる。支援拠点に関す

る説明の充実が求められる。 
 上記③については、最低配置人員を整えた上でしか国庫補助の対象にならないため、支援

拠点整備段階で財政的支援がないことが大きな課題であった。平成３０年度より準備段階

に活用できる大阪府の補助金が創設され、市町村が積極的に活用することができれば、少し

解消されると思われる。 
 
 
 
（図）Map Fan より引用 https://mapfan.com/pref/27（閲覧日：2018 年 3 月 18 日） 

 
 

ヒアリング調査報告 
鈴木秀洋 
保志幸子 
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山口県 ヒアリング調査報告 

ヒアリング実施日：2018 年２月 9 日 
 

１．山口県の支援拠点に係る状況                     

 中央 岩国 周南 宇部 下関 萩 合計 

管内人口(人) 339,523 224,104 252,023 232,100 268,517 88,462 1,404,729 

うち管内児童人口(人) 53,814 31,810 39,515 35,332 38,319 10,917 209,707 

管内市町数(市町) 3市 
2市 5

町 
3市 2市 

1市 

(中核

市) 

2市 1

町 

13市 6町 

(うち中核市

1) 

相談受付件数(件) 1,026 728 924 868 756 368 4,670 

虐待通告件数(件) 264 183 197 231 199 41 1,115 

うち虐待相談対応件数

(件) 
167 78 112 73 92 29 551 

職員数(人) 27 11 12 11 13 7 81 

うち児童福祉司(人) 9 6 6 5 7 3 36 

うち児童心理司(人) 5 2 3 3 3 2 18 

※1 ｢管内人口｣､｢うち管内児童人口｣は平成 27年 10月 1日現在。 

※2 ｢相談受付件数｣､｢虐待通告件数｣､｢うち虐待相談対応件数｣は、平成 28年度実績。 

※3 ｢職員数｣､｢うち児童福祉司数｣､｢うち児童心理司数｣は、平成 29年 4月 1日現在。 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

岩国児童相談所 

萩児童相談所 

下関児童相談所 

中央児童相談所 

(一時保護所) 宇部児童相談所 

周南児童相談所 
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２．体制整備に向けた基本的考え方 

○平成 28 年の児童福祉法改正により、市町村は子どもとその家庭及び妊産婦等を対象に、相談全

般から、継続的なソーシャルワーク業務までを行うこととされた。 

○それぞれの地域で、全ての子どもとその保護者に寄り添った支援を行うことは、生活保護制度

や DV被害者支援の制度等、様々な支援メニューを有する市町村が得意とするところであり、市

町村の対応力強化により、児童虐待の発生件数の減少も期待できる。 

○元々、平成 16年の児童福祉法改正により、市町村は｢一義的な児童家庭相談｣を受ける役割があ

るとされていたが、山口県では、児童相談所が中心となった体制から大きな変化はなかった。 

○このため、今回の児童福祉法改正を、児童相談所と市町の役割分担を整理する最後の機会と捉

え、市町子ども家庭支援体制の整備を行っていくこととした。 

 

 

３．山口県が目指す体制整備 

○平成３２年度中に、県内全市町で、子ども家庭支援体制の整備完了を目標 

＜山口県における市町子ども家庭支援体制とは＞ 

・子どもとその家庭及び妊産婦等を対象に、相談全般から訪問等による継続的なソーシャル

ワーク業務までを行う機能を担う支援拠点 (*)を整備する。 

・子育て世代包括支援センターとの一体設置を目指す。 

＊｢市町村子ども家庭支援指針｣(ガイドライン)に定める市町の子ども家庭支援業務を担う

機能を有するもの。 

＊｢市区町村子ども家庭総合支援拠点｣設置運営要綱に定める職員配置基準や標準設備の配

置まで求めるものではないもの。 

○目標達成のための具体的な取組み(平成 30年度から実施) 

（1）児童相談所による市町に対する支援 

ア 児童相談所の援助方針会議への市町職員の出席 

児童相談所の定例援助方針会議に、市町職員の出席を求め、児童相談所の情報収集や分析

の方法、支援計画の立て方、ケースアセスメントの方法等を習得。 

イ 児童相談所職員が市町を巡回し、市町業務のスーパーバイズを実施 

市町では心理専門職員の確保が困難であることなどから、児童心理司を含めた児童相談所

職員が市町に出向き、市町の相談対応業務等に対するスーパーバイズを実施。 

 なお、市町に出向くことにより、市町の関係職員(生活保護担当、DV被害者支援担当、教育
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委員会職員等)に対するスーパーバイズも可能。 

 

（2）児童相談所から市町への事案の送致 

ア 泣き声通告 

 児童虐待通告のうち、軽微な内容のものが比較的多い泣き声通告を児童相談所が受理した

場合、市町に送致し、安全確認から市町で対応してもらう。 

 市町には管内児童のあらゆる情報が揃っており、各担当が連携することで、正確な状態把

握が可能となる。(児童相談所の場合、基礎データは持っていないため、調査診断に時間がか

かる) 

イ 警察からの面前 DVによる心理的虐待通告 

 面前 DVによる心理的虐待の通告の殆どは、警察官による安全確認が行われているため、市

町に送致した上で対応を行う。 

 面前 DVケースの中には、子どもと共に保護者の保護も必要な事例もあり、こうした場合に

は、市町での対応が効果的となる。 

 

 

４．体制整備に向けての課題                                   

○子ども家庭支援体制の具体的なイメージの共有 

＜内容＞ 

市町子ども家庭支援体制に関する整備後のイメージが、市町間、市町内の部局間、市町と児

童相談所間で必ずしも統一されていない。 

＜問題点＞ 

｢子どもとその家庭及び妊産婦等を対象にした相談全般等を担う｣という機能が共有されてい

ないと、組織間の連携や役割分担に齟齬が生じ、必要な支援が受けられないケースが発生する

恐れがある。 

＜対策＞ 

児童相談所と市町の協議を今後も継続する中で、子ども家庭支援体制の具体的なイメージを

共有していき、役割分担の内容や、整備目標時期を確定する必要がある。 

 

 

 

 

 

 



194 
 

５．体制整備に向けたスケジュール                                       
 

年度 対象 内     容 

平成 28年度 

 

 

県・市町 

 

○山口県要保護児童対策地域協議会第１回市町部会（8/26） 

 行政説明市町に関連する児童福祉法等の改正（県こども家庭課職員） 

県・市町 ○山口県要保護児童対策地域協議会第２回市町部会（1/23） 

 講義要保護児童等の支援に係る今後の市町の役割（川﨑二三彦 子どもの虹情

報研修センター長） 

平成 29年度 県・市町 ○山口県要保護児童対策地域協議会第１回市町部会（7/12） 

 行政説明市町子ども家庭支援体制整備に関する訪問調査（県こども家庭課職

員） 

 講義児童福祉法の改正に伴う今後の子ども家庭支援（百瀬秀 厚生労働省 

子ども家庭局家庭福祉課虐待防止対策推進室長補佐） 

県・市町 ○市町子ども家庭支援体制整備訪問調査（7/13～9/5） 

 内容子ども家庭支援の現行体制 

    子ども家庭総合支援拠点の整備計画 

    子ども家庭支援に対する拠点の設置や体制充実のための課題 等 

 県  こども家庭課長、児童相談所長ほか 

 市町子ども家庭福祉主管課長ほか 

県・市町 

 

○市町母子保健及び児童福祉主管課長会議（10/20） 

 基調講演夢をつむぐ子育て支援（吉田学 厚生労働省子ども家庭局長） 

行政説明市町子ども家庭支援体制整備（県こども家庭課職員） 

行政説明子育て世代包括支援センターの設置と機能強化（県こども政策課職

員） 

県・市町 ○児童相談所と市町による役割分担協議（市町体制整備完了まで継続） 

・協議は児童相談所と市町各々で実施  

・市町の体制整備状況等の情報提供（県こども家庭課） 

県・市町 ○山口県要保護児童対策地域協議会第２回市町部会（2/8） 

 行政説明市町と児童相談所の役割分担協議状況（県こども家庭課職員） 

 報告全国の子ども家庭支援体制整備の状況（鈴木秀洋 日本大学危機管理学部

准教授） 

県･市町 ○市町健康福祉主管部局長等会議（2/23） 

 県こども・子育て応援局長から、｢市町における子ども・子育て支援体制の整

備について｣の説明を行い、取組みの促進を依頼 

平成 30年度 市町 ○体制整備（初年度） 

県・市町 ○児童相談所から市町への事案送致開始（4月） 

・泣き声通告 

・警察から児童相談所への面前ＤＶ通告（児童相談所による措置が不要な事例

のみ） 
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 県・市町 

 

○児童相談所の市町に対する支援（市町体制整備完了まで継続） 

 ・児童相談所の援助方針会議等の出席による市町のスキルアップを支援 

 ・市町を巡回し、市町の業務のスーパーバイズを実施 

・その他必要に応じて連携・支援を実施 

平成 31年度 市町 ○体制整備（2年度目） 

県 ○児童相談所専門職員（児童福祉司、児童心理司）の増員完了 

平成 32年度 市町 ○体制整備（最終年度） 

平成 33年度 県・市

町 

○平成 28年改正児童福祉法に規定する業務を完全実施（4 月） 

 
上記１～５は「市町子ども家庭支援体制整備に向けた山口県の取り組み」（山口県健康福祉部 

こども・子育て応援局 こども家庭課が作成）より引用 

 
 

６．平成 29年度第 2回山口県要保護児童対策地域協議会・市町部会 報告                                   
 
(1)日時 

 平成 30 年 2月 8日（木）13 時 30分～15時 30分 

 

(2)説明会の内容 

 ア 虐待による児童の死亡事例の報告について 

 イ 市町子ども家庭支援体制整備に関する市町と児童相談所の役割分担協議状況について 

 ウ 報告「全国の子ども家庭支援体制整備の状況について」 

   日本大学危機管理学部准教授 鈴木秀洋 

 

（3）虐待による児童の死亡事例の報告 

 平成 28 年度、平成 29 年度に虐待による児童の死亡事例があった市の代表者が報告を行った。報

告内容としては、児童虐待死亡事例の概要、事例の問題点、再発防止に向けた対策や今後の取り組

みについてである。 

 

(4)  市町子ども家庭支援体制整備に関する市町と児童相談所の役割分担協議状況 

 ア 市町と児童相談所の協議・子ども家庭支援体制整備に向けたスケジュールの設定 

山口県では、県が主導して各市町に対して、子ども家庭支援体制整備完了目標時期を提示を

求めている。この会では、各市町の整備完了の予定年月が報告された。ただし、未定の自治体も

存在する。 

また、「市町子ども家庭支援整備に関するヒアリング」(H29.7～8時点)との比較を行い、変更

の有無を提示している。多くの自治体が未定・未検討から整備完了目標時期設定済へと変わっ
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ている。 

   平成３２年度中に、県内全市町で、子ども家庭支援体制の整備完了を目標とし、各児童相談

所とその管轄する市町とが 1～2回協議を行っている。 

 

 イ 児童相談所の援助方針会議等への市町職員の出席 

  児童相談所の定例援助方針会議への市町職員の出席の、実施時期、頻度、方法について報告が

あった。 

  実施時期については、実施中の自治体が半数程度であり、その他の自治体は平成 30年度からの

実施を予定しているものが多い。 

 

 ウ 児童相談所職員による市町業務のスーパーバイズ 

  児童心理司を含めた児童相談所職員が市町に出向きスーパーバイズを実施。その実施開始時期、

頻度、方法、内容についての報告が行われた。 

  平成 30年 4月より実施する自治体が多いが、すでに開始済の自治体もある。定期的ではなく随

時実施され、方法としては巡回と会議等の利用がある。 

 

 エ 泣き声通告の市町送致・警察からの面前 DV通告の市町送致 

  実施開始時期、通告件数（世帯数・人数）、内容についての報告。 

  泣き声通告・DV 通告ともに、なるべく市町が対応するという方針で確認を行っていた。ケース

によっては児童相談所が対応を行う。 

  県（児相）と市町の役割分担をこの支援拠点整備を契機に図ろうとしていた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 山口県庁周辺（模型）→ 

←山口県庁 



197 
 

 

７ 全体を通じての感想                                   

 広域行政として、県が、設置年度の把握をしようとし、かつ、基礎自治体の支援拠点と児童相

談所の役割分担を具体的に提示し、話し合おうとする取り組みは、広域行政の支援拠点整備のバ

ックアップ手法として、他の自治体に非常に参考になる取組である。担当者が精力的に県下の市

区町村へアウトリーチしていることも市町との連携・信頼関係のもとになっている印象を受けた。 

 

 

 

ヒアリング調査報告 

鈴木秀洋 

井上玲亜 

木森麻紀 

黒田佳祐       
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岡山県 ヒアリング調査報告 

ヒアリング実施日：2018 年 2 月 2 日 
 
１．岡山県行政区域と児相相談所の状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                    （図１） 
 岡山県内には 27市町村がある。 

 県内には 4か所の児童相談所があり、県行政区域（旧岡山県の国ごとに分かれて行政区域

がある）ごとに、備前圏域（岡山市を除く）は中央児童相談所、備中圏域は倉敷児童相談所、

美作圏域は津山児童相談所が所管している。これに加えて、岡山市に児童相談所がある。 

 
 
 

岡山県庁舎 → 
 
 
 
 

美作圏域 

備中圏域 

備前圏域 
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２．これまで行ってきた具体的支援拠点推進への働きかけ 
（１）説明会 

 平成 29 年 11 月に厚労省子ども家庭局の支援拠点の担当者を講師として招き、広く市町

村の業務や体制整備に関する、児童福祉法の改正について話をしてもらう中で支援拠点の

必要性や整備について具体的な話をしてもらった。県下全域の 27市町村から参加し、課長

クラス・担当者等 79名の参加があった。県の機関からも、児童相談所と保健所、県民局健

康福祉課（福祉事務所）が参加している。この説明会の開催に先立って市町村の支援拠点設

置に対して、事前アンケートを行い、質問を受けつけた。この説明会の実施により、支援拠

点の必要性を上席者（課長・部長クラス）にも理解してもらい、自分の市町村で設置する時

の疑問等を尋ねることで課題や困難点が明確になり、支援拠点設置について考えていく動

機付けができた。 

 市町村の現状としては、地域の子どもを包括的に支援する子ども家庭総合支援拠点を子

育て世代包括支援センターと一体的に、設置することが望ましいとの理解はされているが

現行の体制を変更することには苦慮している面が伺える。 

なお、岡山県では県要保護児童対策地域協議会の他、３つの行政圏域（岡山市を除く）毎

に、市町村要保護児童対策地域協議会の調整担当者や構成委員等を対象に地域連絡会を行

っている。 

 

（２）人材育成 

 市町村の人材育成については、要保護児童対策調整機関調整担当者等の研修を行い、その

中で支援拠点の必要性について盛り込んでいる。 

 

（３）人的支援 

県においても、児童福祉職の人材確保が難しい中で、県から市町村に職員を派遣する等の

人的支援は難しい。 

現在、県が市町村に対して行っている人的支援としては、市町村から依頼があった場合、

県職員（県庁、児童相談所、県民局健康福祉課、保健所）が支援拠点設置に向けての説明や

研修に出向いて支援を行っている。 

なお、児童相談所の職員ＯＢが、非常勤職員として市町村の家庭児童相談室や家庭支援員

として、若干名が雇用されている。また、市町村要保護児童対策地域協議会のアドバイザー

として、児童相談所ＯＢの職員が参画している市町村がある。 

 

（４）人的交流等 

 以前から、県と市町村間で保健師の人事交流は行っている。現在は市町村からオファーが

あれば、断らずに受け入れて実施している。 

 現時点では児童福祉職の交流はなく、市町村からの人事交流を行う上で、児童福祉司の任
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用資格がなければ、人事交流を受けることが難しい（児童福祉司任用前研修を行っていない

から）ことから、要望があれば今後検討していく。 
 
 
３．支援拠点の促進阻害要因 
（１）補助金 

 支援拠点の設置については、市町村の努力義務となっており、県独自の補助金を捻出する

ことは難しい現状がある。 

 

（２）体制整備の困難性 

 県主催の３圏域での県要保護児童対策地域協議会連絡会で、市町村等に対して、子育て世

代包括支援センターと子ども家庭総合支援拠点の設置と役割について話をした。 

その際に、「子育て世代包括支援センターと子ども家庭総合支援拠点、要保護児童対策地

域協議会」「支援拠点と家庭相談室（福祉事務所）の重なりと違いがよく分からない。」等の

意見が多く聞かれた。国や県の説明としては、包括支援センターと支援拠点の役割は重なっ

ても良いし、子どもを守っていくために隙間（もれ）が無いように制度が構築され運用され

るのであればよいとの説明になる。しかし、人材を配置するにあたっては、設置目的や効果

が明確に説明できなければ、兼務や非常勤職員ばかりが増え、機能が十分に発揮できないと

いった問題点が残る。 

 支援拠点ではアウトリーチを行い、子どもの現状調査を行うとなると、兼務体制で対応で

きる業務内容とは考えにくい。相談や面接だけでも大変であり、時間も必要であることから

求められる業務内容を十分に果たせるかが疑問である。 

 

（３）専門性の確保 

 岡山県内の市町村は、専門性をどう確保するのかで悩んでいるところが多い。 

専門職を確保するにあたり、すでに在籍している保健師（母子保健）を活用していこうと

している地域と、家庭相談員（児童相談所 OBや教員免許所有者）などを活用していこうと

している地域が多いようである。 

しかし、支援拠点の制度設計を行う場合に、職員の質によって、市町村の機能にかなり差

異が生じるのではないかという問題がある。さらに、専門性は必要だが、マネジメントが重

要であり、子どもや市町村行政の全体状況を把握できる正規の職員が必要である。ただし、

今回の制度設計では、地方交付税措置での職員配置はあるものの、支援拠点の専任職員とし

ての正規職員の補助金が出ないという問題がある。 

 自治体によっては、これまで正規職員（行政職）で要保護児童対策地域協議会の運営をし

てきた人材が、資格を持っていないという一点で調整担当者になれないということになり、

その職員に今後どのような役割をしてもらうかが悩みであるとの相談もあった。 
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４．今後の促進策として有効と考えていること 
（１）法的支援 
 今後の課題として、支援拠点の設置目的や役割等を明確にするため、市町村向けに要綱案

の提示をしていきたい。 
 
（２）人的支援 
 現状では、岡山県では児童相談所の児童福祉司の採用が、全て専門職（有資格者）である

ため児童福祉司任用前研修を行う必要がない。ただし、今後、市町村から要望があれば児童

福祉司の任用前研修を行うことを検討する。 
 
（３）県での支援（説明会等） 
 県による市町村支援は本庁だけではなく、児童相談所や県民局（県内町村の福祉事務所）、

保健所等の多機関で連携しながら県としての支援を行っている。県関係機関間で連携し、体

制整備については、支援拠点の説明会や市町村の現状に応じた支援を行い、市町村の資質向

上については、ケース検討会等を通じて専門性の向上をサポートしていく。 
 
（４）今後の支援拠点に係る養成（研修・講演会等含む。）に関して 
 地方の都道府県では、支援拠点に関して具体的な説明ができる講師等を見つけ、説明会を

開催することが難しい。今後、支援拠点設置等を進める上で、国レベルでの研修会やブロッ

クでの県担当者説明会、都道府県へ説明に出向けるような取組（人材の出張依頼、派遣等）

を国へ希望する。 
 現在、県職員が市町村に支援拠点の説明を行っているが、説明していく際に、最新の正し

い情報を伝えているのか、情報に不足があるのではないかと不安に感じることが多い。国と

連携して説明会を行っていけるのであれば、市町村の理解もこれまで以上に進み、こどもの

ためにこの制度運営を担っていけるのではないかと考える。 
 
（５）説明資料 
 子ども家庭総合支援拠点の要綱と、ガイドラインとの間に位置づけられるようなマニュ

アル等があれば説明がしやすい。例えば、規模ごとに子育て世代包括支援センターと子ども

家庭総合支援拠点、要保護児童対策地域協議会、家庭相談室（福祉事務所）の連携の仕方や、

兼務の体制等のイメージ図などにより、それぞれの立場の者が自分の立ち位置を分かりや

すく、業務体制の在り方についてイメージできやすい資料を作成してもらいたい。 
 行政としては、補助金もなく人材確保が難しい現状において、現在所属している職員が兼

務をするだけでは、看板を掲げただけになってしまう。新しい支援拠点という体制を設置し

たというからには、予算を付けることや補助金を活用できる等の利点の説明が十分できな

ければ、市町村行政内部でも支援拠点の必要性や設置について納得してもらうことは難し
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い。 
 
（６）人材配置 
 子ども家庭総合支援拠点と名乗るためには、どの職種の人材をどれだけ付けなければな

らないかといたった義務を明記した方が分かりやすい。包括支援センターであれば、保健師

等を１名以上、利用者支援専門委員を１名以上（地域の実情に応じて）設置することとなっ

ており、財政部局にも説明しやすい。 
国としては、様々な自治体の規模があり、地域の人材不足を考慮し、支援拠点に必要な人

員配置の子ども家庭支援員の資格等の職種は幅（多職種）を設けており、兼務も可能と説明

しているが、幅の広さと要件を緩めることにより支援拠点に求められる専門性や、求めてい

るソーシャルワークの質を下げてしまう事が危惧される。また、求められるソーシャルワー

クを可能とするための人材育成にさらに力を要すると思われる。 
また、他の業務と兼務して子ども家庭総合支援拠点を設置するとすれば、他の補助金との

重複部分等も含めた精査が必要となり、市町村の手間はかなりのものとなると推察する。 
 
 
５．全体のまとめ・感想 
  岡山県の特徴は、県の担当者の理解の深さと市町村へのアウトリーチの丁寧さである。

現場の仕事を熟知しているので、市町村からの質問・疑問に対して具体的なアドバイスが

できる。県として支援拠点整備支援として、担当者の意欲とレベルの高さによって、こう

いった広域・後方支援が出来ているものと考える。 
  
 
（図１）Map Fan より引用 
    URL：https://mapfan.com/pref/33 （閲覧日：2018 年 2 月 5 日） 
 
 
 
 

ヒアリング調査報告 
鈴木秀洋 
荒井真子 
井上玲亜 
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福岡県 ヒアリング調査報告 

ヒアリング実施日：2018 年 2 月 20 日 
１．福岡県の支援拠点の概要 

 

② 

① 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 
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↑（図）福岡県が設置する児童相談所 
 ①福岡児童相談所 

  ・相談体制 児童福祉司 16人、児童心理司 6人 

  ・管轄市町村 筑紫野市、春日市、大野城市、太宰府市、糸島市、筑紫郡、糟屋郡（新

宮町を除く。） 

  ・管内児童人口 136,028人 

 

 ②久留米児童相談所 

  ・相談体制 児童福祉司 16人、児童心理司 5人 

  ・管轄市町村 久留米市、朝倉市、八女市､筑後市、大川市、小郡市、うきは市、朝倉

郡、三井郡、三潴郡、八女郡 

  ・管内児童人口 108,879人 

 

 ③田川児童相談所 

  ・相談体制 児童福祉司 15人、児童心理司 4人 

  ・管轄市町村 直方市、飯塚市、田川市、嘉麻市、鞍手郡小竹町、嘉穂郡、田川郡 

  ・管内児童人口 56,012人 

 

 ④大牟田児童相談所 

  ・相談体制 児童福祉司 9人、児童心理司 3人 

  ・管轄市町村 大牟田市、柳川市、みやま市 

  ・管内児童人口 30,800人 

 

 ⑤宗像児童相談所 

  ・相談体制 児童福祉司 11人、児童心理司 4人 

  ・管轄市町村 中間市、宗像市、古賀市、福津市、宮若市、糟屋郡新宮町、遠賀郡、鞍

手郡鞍手町 

  ・管内児童人口 71,990人 

 

 ⑥京築児童相談所 

  ・相談体制 児童福祉司 6人、児童心理司 3人 

  ・管轄市町村 行橋市、豊前市、京都郡、築上郡 

  ・管内児童人口 29,110人 
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２．市町村への働きかけ 
 （1）連絡調整 
  支援拠点に関する国からの連絡について、県内市町村へ随時通知している。 
 
 （2）研修の実施 
  要対協の専門職に対する義務研修は、平成 29 年 8 月～12 月に実施した。義務研修の

実績等を考慮し、検討することとしている。 
 
 （3）市町村からの問合せ対応 
  支援拠点に関する市町村からの相談に対応している。市町村からの問合せ及び意見の

例としては、以下のとおりである。 
  ・「市区町村子ども家庭総合支援拠点」設置運営要綱（平成 29 年 3 月 31 日雇児発 0331

第 49 号）の解釈に関する問合せ。県としては現要綱の範囲内でしか答えられない。 
  ・支援拠点の内容に関する問合せ 
  ・支援拠点の設置に伴い、支援計画の作成等事務処理が増大することへの懸念 
 
 （4）人的支援 
  職員派遣、受入れ、交流等は行っていないが、市町村の相談に個別に対応している。 
 
 （5）財政的支援 
  県独自の補助を行う予定は現在のところはない。 
 
 
３．支援拠点設置市町村 
  県内では宗像市のみ（国に補助金申請済）である。 
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４．支援拠点整備の阻害要因 
 （1）支援拠点の人員及び権限不足 
  支援拠点を設置するための専門職員等、最低配置人員の確保に苦慮している声を聞く。

また、虐待ケースなどは、家庭訪問する際、2 名体制が望ましいがそのためにも人員の確

保に対する支援が必要と思われる。特に、専門職員として児童福祉司の配置を希望してい

るが、地域には人材がいないとのことだった。 
 
 （2）情報の不足 
  支援拠点の制度内容について市町村の理解が進んでいないように感じる。そのため、県

でも、市町村に対し説明会や電話等での説明を行っている。宗像市以外の市町村は国に補

助を申請していないが、支援拠点の設置要件を満たしている市町村もあると考えられる。

市町村が国に補助を申請しないのは制度内容が不明確なため、市町村が判断できない可

能性がある。 
 
 （3）母子保健部門との連携 
  小規模市町村は、そもそも組織が分かれておらず一体となっているところもあると思

われる。大規模市町村ほど組織分化が進んでいるため、連携を取る必要があると思われる。 
 
 
５．今後有効と考えられる手法 
 上記（1）の人員及び施設整備については、職員配置のための予算措置等の整備が必要で

あるため、長期的対応が求められる。 
 上記（2）及び（3）については、県内外の先進地の事例提供が効果的であると考える。県

内の事例は宗像市のみである。県及び市町村が他都道府県の多くの事例を共有することで、

県内の市町村は支援拠点の内容を把握しやすくなり、併せて制度趣旨の理解が容易になる

と思われる。また、県の児童相談所と市町村の支援拠点との情報交換が容易になると思われ

る。 
 
 
 （図）福岡県『児童相談所業務概要 平成 29 年度版（平成 28 年度実績）』より引用 

 
ヒアリング調査報告 

鈴木秀洋 
二島克良 
井上玲亜 
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長崎県 ヒアリング調査報告 

ヒアリング実施日：2018 年 3 月 21 日 
 

1. 長崎県の支援拠点に係る状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
県内 21 市町を 2 つの児童相談所（長崎こども・女性・障害者支援センター、佐世保こ

ども・女性・障害者支援センター）にて対応。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
↑ 長崎県庁舎 
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２．これまでの支援拠点への働きかけ 
長崎県では、28 年度末に各市町との個別協議を実施し、問題点・課題、改善のため

の取組み事項等、今後の支援拠点の整備予定を確認した。 
各市町からは、下記のような課題が挙げられた（別紙「各市町における現状と課

題」参照）。 

・ケースに関し、具体的な判断基準の取り決めがないことにより、児童相談所や市町

と判断が異なることがあるため、相談に対する判断基準、関係機関との連携につい

て、職員間で共通認識を持つ必要がある。 
・スーパーバイザー等専門家が確保できていないため、支援方針や内容に不安があ

る。 
・他業務と兼務であり記録や整理の時間がないため、ケース管理が不十分になり、情

報共有や引継ぎが難しい。 
 

29 年度から法定化された研修（児童福祉司任用、要保護児童対策地域協議会担当者

研修）等を実施し、市町職員の専門性の向上を図っており、次年度以降も引続き継続

していく予定である。また、市町長との個別協議にて支援拠点の設置の意向も確認済

である。 
 
 

３．促進の阻害要件 
支援拠点の整備がすすまない要因としては、①法整備が任意であること、②国が示

している支援拠点の内容（具体的な業務等）の説明がわかりづらいこと、また上記の

各市町との個別協議の課題にも挙げられているように、③職員体制やケース対応への

現場での不安感が挙げられる。 
 
①支援拠点の整備は任意である。 
市町によって、人口規模や職員体制、財政規模が異なるため、整備に向けて県から

市町への積極的な働きかけが難しい。 
長崎市、佐世保市等、児童相談対応等の相談件数が多い自治体は設置に対する前向

きな意向を示しているが、相談件数等が少ない自治体は消極的な印象（別紙２「市

町別児童相談年度推移」参照）。現状把握に留まっており、今後どうすすめていく

かは検討中である。 
 
②市町が、具体的な役割のイメージを持てないことも要因である。 
国からの説明が不十分であるため、何をしなければいけないか見えてこない、児童

相談所との役割分担がわかりづらい、という意見がある。 
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③現場の職員の業務への不安、負担感が大きい。 
相談員を増員する、アセスメントシートにより統一化をはかる、実務者会議、ケー

ス会議の回数を増やす等の取組みを行っているが、相談件数に対して人員が少な

く、専門的知識がないまま緊急の対応を迫られ、十分な情報共有ができていないこ

とがわかる。 
 
 

４．今後有効だと考えられる策 
  上記の課題に対応し、（ア）法整備を整え、国から統一の見解や判断基準を示してい

く、（イ）職員体制を整え、人材の育成を支援することが、今後支援拠点の整備を促進

していく上で有効であると考える。また、（ウ）すでに設置がすすんでいる自治体への

見学も有効であると考える。 
 
（ア） 中核市への設置が進むためには、市町が介入していくことを法で整備しなければ踏

み込むことが難しい（義務付けなど）。 
また、初期対応において、ここまでは市町の仕事であり、ここは県というように、

法やガイドラインで明確にしてもらわなければ、対応が難しい。 
アセスメントのツールも、今あるものでは使いづらい。また、児童虐待における緊

急対応や一時保護機能は、現状において児童相談所がその役割を担っているため、

早期に児童相談所を設置することでのメリットが感じられないことも中核市の児童

相談所設置が進まない要因である。今後、中核市における児童相談所設置を促進す

るためには、国や県で市町村の役割、現場レベルまで対応できるガイドラインを作

成することが必要である。 
 
（イ）県としては、専門職の配置は法に従ってやらなければいけないという認識はあるの 

で、今後は国の配置基準に応じた職員配置を検討している。児童福祉司任用前講習

会等の人材育成支援等、体系的な研修も実施していく予定。 
   一方で、保育士、保健師や事務職に、専門的な能力を求めるのは難しい。保育士は 
   退職不補充で減っている。保健師は、保健部門以外の他部署に回せず、採用も少な 

く、児相の保健師は兼務あり、児相の中での保健師の役割がわかりづらいため、専

門職の採用を増やして層を厚くすることが重要である。 
また、非常勤で良いのか、という問題がある。非常勤では定着しない。時間外、休日

は職員の対応となるので、常勤でなければ厳しい。そこに補助が出ると人を増やしや

すい、という声があるため、専門職の採用ができて、その専門職を育てていく体制を

整えることは効果がある。 
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（ウ）長崎県ではすでに大村市は、支援拠点整備の実績がある。家庭相談員の時給をあげて

募集するなど、人材確保にも取組んでいる。また保健部門や、教育委員会との連携も

良好であるとの話があるため、先進自治体にヒアリングをする、視察に行くことも有

効と考える。ただし、受入れ自治体の負担にならないように、調整等については県で

実施する等の配慮も必要であると考える。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  ↑ 

こども政策局 → 
  （こども未来課、こども家庭課） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                         ← 相談室 
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